
　

都道府県名 事業実施主体 地域再生計画名

計画期間 評価責任者

デジタル田園都市国家構造推進交付金
事業

道路台帳管理システムと他クラウドシ
ステムを連携させることで、危険箇所
の位置情報、修繕履歴等をデータ化す
ることで、快適な道路環境整備を行
う。

統合型地理情報システムを用いた道路台帳管理システムと他クラウドシステムを連携させ、道路利用者からインフラ等の危険箇所を24時間365日受付し、道路環境整備をおこなっ
ている。

有りの場合その具体的内容

　　 地域再生計画の見直し  (　　有　・　　無     )

     令和９年度予算要望額への反映　(　有　・　　無  )

　　 有りの場合の増減額　　　　　　　　　　　　千円

指標
総数

達成
数

当初計画に対し、路線延長から見る進捗率は、１１％と遅れが伺えるため、必要に応じ、計画期間の延長も視野に入れ、引き続き、計画に則した整備を目指していく。

事業の進捗状況に関する評価

121万人

当初計画に対し、路線延長から見る進捗率は、０％と遅れが伺えるため、必要に応じ、計画期間の延長も視野に入れ、引き続き、計画に則した整備を目指していく。

〇

必要に応じ、計画期間の延長や次期計画策定の検討も視野に入れ、引き続き、事業進捗を図る。

⑦今後の方針等に対する
対応

⑥今後の方針等

③評価方法 南九州市総合計画審議会にて中間目標値の実現状況について評価を行った。

④中間評価の公表方法 南九州市のホームページに掲載

⑤計画全体の総合評価
本地域再生計画では、道整備推進交付金を活用し、市道と林道を一体的に整備することで、観光地を結ぶ道路ネットワークの形成や木材加工施設へのアクセス改善を図り、交流人口の増加、移住定住の促進、地域産業の振興を目指している。
指標２の移住定住人口の増加については、現地点で目標達成できていないが、最終目標達成に向け、引き続き地域再生計画の事業展開を図っていく。

中間評価結果の反映状況

計画外で独自に実施した
事業

移住定住促進対策事業
移住・定住に伴う住宅取得等に対し補
助を行い、移住・定住の促進を図る。

移住定住の促進を目的にマイホーム取得支援補助金の交付等を実施中である。

森林経営管理促進事業
高性能GNSS機器を市内林業事業体に貸
出し、事業体の育成支援を図る。

林業事業体の育成支援、未整備森林の調査等のため森林GNSS機器の貸出を実施中である。

林業担い手育成支援事業

市内林業者に労働安全備品等の助成や
林業に必要な安全教育や技能講習の受
講促進の支援などに取り組み、林業担
い手の育成を図る。

林業就労改善推進事業、林業担い手技術向上支援事業、林業担い手支援労働安全推進事業補助金等を交付し、林業従事者の就労条件の改善を図っている。

特別措置を適用して行う
事業

市道整備事業（整備延長） 7320ｍ 813ｍ

その他の事業

②事業の進捗状況 事業名

整備量（その他の事業では取組内容）

計画
中間年度
（R7）

林道整備事業（整備延長） 1500ｍ 0ｍ 1500ｍ

〇
本事業の効果に加え、林業振興事業により素材生産量は中間目標値を上回った。引き続き、本事業及び林
業振興事業の進捗を図る。

最終実績
見込み

7320ｍ

本事業の効果に加え、観光施設でのイベント増加、メディアへの積極的な広報活動などにより、中間実績
値が中間目標値を上回る結果となった。

目標３ 林業の振興と森林整備の促進 21426m3 Ｒ３ 25094m3 Ｒ７

100万人Ｒ３ 90万人

中間目標値の実現状況に関する評価
基準年度 年度 中間実績 基準年度

最終目標値
中間評価 達成状況

①地域再生計画に記載した
数値目標の実現状況

地域再生計画の目標
基準値 中間目標値

Ｒ７

目標２ 移住・定住の促進

Ｒ９

地域再生計画（地方創生道整備推進交付金）中間評価調書

鹿児島県 鹿児島県、南九州市 みな、みりょく！観光と自然を活かしたまちづくり計画

令和５年度～令和９年度 南九州市役所建設水道課長

目標１ 観光交流の活性化 80万人

教育旅行民泊に加え地域資源を活かした観光誘客事業を実施中である。

924人 Ｒ３ 1024人 Ｒ７ 1007人 1200人

Ｒ９28763m330093m3

サイクルツーリズム推進事業
サイクルツーリズムに係る環境整備を
行い観光振興と交流人口の拡大を図
る。

安全で快適な新しい旅行スタイルを実現するため、サイクルツーリズムに係る環境整備を実施中である。

Ｒ９ ×

3 2

転入人口について、中間目標値は17人下回ったものの、基準年度より83人増加した。引き続き、本事業及
び移住定住促進事業の進捗を図る。

農家民泊等誘致推進事業
都市農村交流を推進するとともに、そ
の受け皿となる受入組織の育成と教育
旅行誘致を行い誘客を図る。


